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南西諸島防衛力強化と国民保護問題

１．南西諸島防衛力強化問題
①南西諸島防衛力強化の進展

②南西諸島防衛力強化の実態

２．国民（住民）保護計画の現状と課題
①南西諸島での国民保護計画

②課題と展望























【自衛隊の活動内容（例）】

武力攻撃事態等においては、自衛隊は、その主たる任務である我が国に対する侵略
を排除するための活動に支障の生じない範囲で、可能な限り以下の国民保護措置を
実施することとなっている。

項目活動内容

①避難住民の誘導誘導、集合場所での人員整理、避難状況の把握等

②避難住民等の救援食品の給与及び飲料水の供給、医療の提供、被災者の捜索及

び救出等

③武力攻撃災害への対処被災状況の把握、人命救助活動、消防及び水防活動、Ｎ
ＢＣ攻撃による汚染への対処等

④武力攻撃災害の応急復旧危険な瓦礫の除去、施設等の応急復旧、汚染の除去等



離島住民と自衛隊
●外間（与那国）町長「自衛隊誘致は経済対策。安全保障上の抑止
力は私には関係ない」「毎日新聞」2012年12月18日。

●「公電でメア氏は「寄港は戦略上重要だった」とし、祖納港を
「掃海艦が安全に接岸できるほど（水深が）深く、類似の掃海艦４
隻を１度に収容できる」と評価。また同港近くに与那国空港が立地
している点を挙げ、「与那国空港を利用し、ヘリコプターを掃海艦
支援に使えば、台湾に最も近い日本の前線領土として対機雷作戦の
拠点になり得る」とした」「琉球新報」2011年９月15日

※日米ガイドライン（2015）

日本政府は、日米安全保障条約及びその関連取極に従い、必要に応
じて、民間の空港及び港湾を含む施設を一時的な使用に供する。日
米両政府は、施設・区域の共同使用における協力を強化する。


